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はじめに

この手引書は、国際研究協力ジャパントラスト事業の助成を受けて海外の研究者を招へいして国際間の共同研究を進める際に、受入機関、招へい研究者にお願いする手続をご案内するものです。ご不明の点、プログラム遂行上、問題が生じた場合は、ジャパントラスト事業　海外研究者招へい事務局(p. 9連絡先)までご連絡ください。
海外個別招へい研究者及び受入機関へのお願い
招へいによる研究交流又は共同研究の進展の具体的な成果を目標として本プログラムを実施することとしております。そこで招へい期間中及び終了後の共著論文、外部への研究発表、共同研究契約等がより一層図られますようご留意の上、共同研究活動を実施されますようお願いします。
1. 招へい研究者来日までの手続

(1) 採択決定通知と誓約書の提出


　　　　ＮＩＣＴは、招へい研究者受入計画の採択を決定した場合、受入機関に次の書類を送付することにより、採択の通知を行います。②及び④の書類は、受入機関あて送付しますが、受入機関が招へい研究者本人へ送付ください。
1 採択決定通知書
2 研究者招へい状 "Letter of Invitation"
3 海外研究者招へい受入機関のための手引書
4 招へい研究者のための手引書　"Guide for Guest Researcher of Japan Trust 　　　International Research Cooperation Program"
　　　　受入機関と招へい研究者は、プログラム参加の諸条件並びに別紙２(p. 6)の「令和７年度海外研究者招へい事業 給費条件及び支給方法」をご確認の上、すみやかに、この手引書に綴られている書式の誓約書(受入機関用(様式１)、招へい研究者用(様式２))に必要事項を記載し、NICTにご返送ください。

(2)　渡航手続
　　　　招へい研究者は、招へい開始に間に合うように日本への入国手続を進めてください。受入機関は、招へい研究者の入国手続に責任を持って協力してください。

　　　　NICTは(1)の誓約書の提出を受けて、研究者の日本への入国・滞在に査証(ビザ)が必要な場合に「滞在費等支弁証(様式３)」をお送りします。支弁証は、ビザの取得を円滑にする「在留資格認定証明書」の取得に必要になります。この認定証明書は、受入機関が招へい研究者の代理人として取得します。詳しくは法務省HPをご参照ください。

https://www.moj.go.jp/isa/applications/procedures/16-1.html 
(3) 渡航費の支給


　　　　渡航費は、応募時に提出された「招へい研究者調書」の「希望する渡航費の支払方法」に応じて、精算払(a)、または往復航空券の現物 (b)により支給されます。招へい研究者が招へい以前に日本に滞在している場合は、復路片道分の支給となります。渡航費の支給方法の変更は、本国出発の2か月以前に限って受け付けますので、ご希望の場合は受入機関を通じてNICTにご連絡ください。なお空港から受入機関までの国内交通費につきましては提出された交通経路及び証憑に基づき支給します。支給可能な交通機関につきましては別紙３を参照ください。
(a). 精算払の場合

　　　　　招へい研究者が往復航空券を手配・購入してください。日本到着後、航空券購入日の為替レートで換算して日本円で精算します。この際、搭乗券の半券および、航空券の領収書(原本)を提出していただきます。

(b). 現物支給の場合

　　　　　支給方法は、出発1か月前にNICTが契約する代理店から「招へい研究者調書」に記載の連絡先にお知らせします。

　　　　ただし、(b).の場合は、支給された航空券の払戻し、その他一切の変更はできませんのでご注意ください。共同研究の日程変更により渡航スケジュールの変更がやむを得ない場合は、招へい日程等変更申請(様式４)を行い、NICTの指示を受けてください。

(4) 招へい日程等の変更の手続

　　　　研究計画の日程等を変更する必要が生じた場合は、所定の書式(様式４)で申請し、NICTの承認を得てください。
(5) 海外旅行保険


　　　　招へい研究者がプログラム参加のために自宅を出てから自宅に帰着するまでの間、「給費条件および支給方法」５．保険の項に記載する範囲の保険にご加入いただきます。この保険料はプログラムが負担し、保険契約はNICTが行いますが、保険金は招へい研究者が直接保険会社に請求し、支払を受けていただきます。　契約の手続は(1)の誓約書を受領してから進めます。

2. 招へい研究者来日後の手続・行事

(1) 来日届の提出


　　　　受入機関は、招へい研究者が来日しましたら、速やかに来日届(様式５)をNICTに提出してください。

(2) 銀行口座届の提出

　　　　招へい研究者への助成金は、日本国内の本人名義の銀行口座への振込で支払われます。振込先とする銀行口座を開設の上、銀行口座届(様式６)でNICTに届け出ください。また、支度金、初回の滞在費の支払と、渡航費等の立替払の精算手続を行いますが、口座に振込まれるまでに、半月ないしは１か月程度を要します。このため、当面の生活資金は、招へい研究者においてご用意ください。なお、本人名義の口座がすぐに開設出来ない場合、本人名義の口座が開設できるまでの間は、委任状を提出し、資金の受け取りを受入機関の方に委任していただくことになります。
(3) 在留管理制度上の手続
　　　　3か月を超える在留期間が決定された場合、入国時に在留カードが交付されます。在留カードの交付を受けた招へい研究者は、住居地を定めてから14日以内にカードを持参の上、住居地の市町村の窓口でその住居地を法務大臣に届け出てください。
　詳しくは、以下の出入国在留管理庁のウェブページをご覧ください。

https://www.moj.go.jp/isa/about/guidance/index.html
(4) 国民健康保険

3か月を超える在留期間が決定された場合、何らかの公的健康保険(国民健康保険等)に加入しなければならないことになっています。国民健康保険に加入することになった方は、住居地を定めてから14日以内に市区町村の担当窓口で国民健康保険の加入手続きを行ってください。招へい終了時に提出された証憑に基づき、国民健康保険料の費用を一括してＮＩＣＴが支給します。

ただし、日本と社会保障協定を締結している国の医療保険の適用を受けており、その国から適用証明書が発行されている場合は、国民健康保険に加入する必要はありません。
(5) 研究実施計画書の提出


　　　　受入機関は、招へい研究者の来日後、１週間以内に研究実施計画書(様式７)を作成して、NICTに提出してください。やむを得ない事情により、日程等の変更が必要になる場合は、所定の書式(様式４)を用いてNICTの許可を受けてください。

(6) 国内出張旅費の助成申請


　　　　招へい研究者が共同研究活動のために国内出張する場合、「給費条件及び支給方法」6．に記載された限度額までの旅費・交通費が、本プログラムの助成対象となります。この助成を受ける場合は受入機関を通じて、所定の書式(様式８)を用いて事前に申請してください。旅費・交通費は実費の精算払となりますので、出張後に必要な証憑をNICTに提出してください。航空機を使用した場合は、領収証と搭乗券の半券を提出してください。宿泊費及び交通費支給の条件等につきましては別紙３を参照ください。
(7) 一時出国

　　 受入機関が承認する場合には、下記条件にて招へい期間中の一時出国を認めています。
　　　　　　・一時出国中の滞在費は支給しません。

　　　　　　・ただし、受入機関と連名により国際会議で発表するための短期の出国等の場合で
　　　　　　　あって、NICTが認めるときは、滞在費を支給する場合があります。
　　　　　　・出国の２週間前までに受入機関を通じて一時出国届(様式12)を提出してください。

　　　　　　・受入機関における研究活動に戻らない場合は、一時出国は認められません。
(8) NICT訪問、接遇調査

　　　　招へい期間中に、共同研究の概要のNICTへの説明、その他の打合せ等のために、招へい研究者と受入機関担当者にNICTをご訪問いただくこと(NICT訪問)、あるいは、研究状況及び滞在状況の確認のためにNICTより受入機関(研究実施場所)を訪問させていただくことがあります(接遇調査) 。いずれも、NICT事務局より事前にご案内の上、受入機関・招へい研究者のご了解の下で実施します。
　　　　なお、NICTをご訪問いただく場合は、国内出張旅費の助成限度額と別に、交通費及び宿泊費を支給します。
(9) 研究結果の報告

　　　　共同研究の成果を、招へい研究者の帰国後1か月以内にご報告願います。

受入機関は、招へい研究者の研究報告書(様式９)と、受入機関研究結果報告書(様式１０)を合わせて、NICTに提出してください。
(10) 離日届の提出

　　　　受入機関は、招へい研究者の離日を、離日届(様式１１)で速やかにNICTに報告してください。

(11) アンケートの実施

　　　　NICTより、招へい研究者と受入機関のご担当者に本制度改善の検討のためにアンケートをお願いする場合がありますのでご協力をお願いいたします。

(12) 招へい期間終了後の成果調査のお願い

　　　　 招へい期間外の共著論文、外部への研究発表、共同研究契約の締結等、共同研究活動の成果について、招へい終了後の年度末および翌年度末にお知らせいただく場合がありますのでご承知置きください。

3. 招へい研究者に対するその他の支援

招へい研究者のより良い研究環境整備のために、来日準備から帰国までの間に必要な諸手続等を含め、来日中の日常生活の必要に応じて、便宜の供与、ご支援をお願いします。
※本制度による成果を示す特定の文章はありませんが、謝辞等の中で一般的に記述ください。例えば、

This work was supported by Japan Trust International Research Cooperation Program of National Institute of Information and Communications (NICT).

などとしてください。
別紙２
令和7年度海外研究者招へい事業　給費条件及び支給方法
	　給費項目
	　　　　　　　　　　　給費条件
※招へい研究者のクラスに応じて支給
【クラスA】大学教授等　　【クラスB】左記以外の者
	　　　　　　　　　支給方法

	１　渡航費
	招へい研究者の所属機関の最寄りの国際空港から、受入機関の最寄りの国際空港までの往復航空運賃を支給する。但し、運賃のクラスは次のとおりとする。
【クラスA 】原則ノーマルエコノミー（ノーマルエコノミー料金を超えなければディスカウントビジネスも可）
【クラスB 】原則ディスカウントエコノミー
	招へい研究者が現地で購入した往復航空券の精算払、または現物支給による。精算は、原則として、現地通貨で往復航空券を購入した際の領収書と往路搭乗半券を基に、購入日の為替レートで円換算した金額を、招へい研究者の来日後速やかに支給する。

	２　空港から
　　の交通費
	【クラスA、B共通】
最寄りの国際空港から受入機関までの往復交通費を支給する。
	往路については、渡航費の支給に併せて支給し、復路については離日期日までに支給する。

	３　支度料
	【クラスA、B共通】
１２４，０００円を支給する。
	渡航費の支給に併せて支給する。

	４　滞在費
	【クラスA 】　日額　２２，０００円を支給。
【クラスB 】　日額　１７，０００円を支給。
	原則として、毎月１６日までに当月分の滞在費を支給する。

	５　保険料
	【クラスA、B共通】
下記の額を保険金の限度として、招へい期間中、招へい研究者に対し保険を付保する。
傷害死亡  ３０，０００千円
後遺障害  ３０，０００千円
傷害治療   ２，０００千円
疾病死亡   ２，０００千円
疾病治療   ２，０００千円
救援者費用 ７，０００千円
賠償責任　１００，０００千円
	保険料は、原則として、受入機関から当該保険契約に係る保険料の請求を受けて受入機関に支給するものとする。ただし、場合により、招へい研究者の同意の下で、実施機関が保険会社と直接契約して支払うこともありうる。
保険金（治療費用等）は、招へい研究者から提出される請求書等に基づき、保険会社が招へい研究者に直接支払う。
なお、保険加入にあたって国民健康保険への加入が必要な場合は、受入機関からの請求を受けて実施機関が支給するものとする。

	６　出張旅費
	招へい者の研究活動の一環として受入機関の所在する都市を離れて国内旅行をする場合には、招へい期間中の出張旅費合計額について次の額を限度として実際に要する交通費及び宿泊費を支給する。
【クラスA 】　３００，０００円

【クラスB 】　２５０，０００円

ただし、滞在日数が１８０日未満の場合には以下の上限を設ける。
【クラスA 】　２００，０００円
【クラスB 】　１５０，０００円
なお、実施機関を用務で訪問する場合には、上記の限度額とは別に、交通費及び宿泊費を支給する。
	受入機関から出張前に出張計画を受理し、出張後に交通費及び宿泊費の請求を受けて、支給する。


備考１　　滞在費等の受領後に招へい期間を短縮する場合又は一時出国する場合については、原則としてそれぞれ短縮日数分又は一時出国期間の日数分の滞在費等を返納又は滞在費支給の際に相殺する。
　　　　　　ただし、受入機関と連名により国際会議で発表するための短期の出国等の場合であって、機構が認めるときは、これを不要とする場合があるものとする。
備考２　　上記１から６の費用(「５　保険料」を除く)の支払は、招へい研究者が指定した本邦内の銀行の口座への送金により行う。
備考３　　招へいのクラス
　　　　　【クラスA 】　優れた研究業績を有する研究者又は高度な専門的知識を有する者に提供される。(例えば、大学教授、又はこれに準ずる職位にある研究者。)
　　　　　【クラスB 】　上記以外の研究者又は専門的知識を有する者に提供される。
備考４　渡航費に関して、招へい研究者が所属機関の職務のため、一時帰国せざるを得ない場合は、機構が一時帰国の必要性及びその研究の継続性、連続性を精査したうえ、例外的にその１回分の一時帰国にかかる往復航空運賃及び空港からの交通費の支給を認める。
招へいプログラムの流れと、必要な手続に使用する様式一覧

採択決定時　NICT⇒受入機関　(email)
選定結果通知書、Letter of Invitation、受入機関のための手引書（本書＆英語版）

採択通知受領後速やかに　受入機関⇒NICT　(email)
　受入機関誓約書 (様式１)、研究者誓約書
(様式２)

誓約書受領後（来日3か月前を目途）NICT⇒受入機関　(email)
　滞在費等支弁証 (様式３)

渡航費

・立替精算（精算支払、航空券の半券（原本）、航空券の領収書（原本）が必要）

・往復航空券の支給（ＮＩＣＴが契約する代理店が代行）

フライトスケジュール確定　受入機関⇒NICT　(email)
　e-ticketの写しの送付（e-mail）：航空券支給の場合必要無
-------------------（来日）--------------------------

来日後速やかに　受入機関⇒NICT　(email)
●提出して頂きたい書類

・研究実施計画書 (様式７)
・来日届 (様式５)

・銀行口座届 (様式６) 
・パスポートの入国スタンプのページの写し(押印された場合)
・往路航空券半券の原本

・領収書の原本（航空券支給の場合必要無）

※クレジットカードでお支払の場合、明細書の写しもご提出ください。

・空港から受入先機関までの交通機関利用経路と料金、証憑（原本）。
　支給可能な交通機関につきましては別紙3を参照ください。
（招へい期間中）

国内出張　受入機関⇒NICT　(email)
出張前　国内出張申請書
(様式８)

出張後　 ・国内交通費と経路、証憑（原本）
 ・宿泊先発行の領収書（原本）

・航空券半券、領収書（原本）
※領収書の宛先は招へい者にしてください。

※クレジットカードでお支払の場合、明細書の写しもご提出ください。
・支給可能な交通機関につきましては別紙3を参照ください。
・交通機関利用経路と料金は、路線検索システムの検索結果を証憑としてお送りください。

※路線検索システムは「駅すぱあと」等の検索ソフト又はyahoo、ekitan等を
利用いただければと思います。

海外出張及び海外休暇　受入機関⇒NICT　(email)
　２週間前　一時出国届
(様式１2)
　国民健康保険料の精算（該当者のみ）
-------------------（帰国）-------------------------

速やかに　離日届 
(様式１１)
※復路の航空券の半券、提出が必要な交通機関利用の証憑は、ご帰国後スキャンして送付

帰国後１ヶ月以内　受入機関⇒NICT　(email)
研究報告書 
(様式９)

受入機関研究結果報告書 
(様式１０)

発表論文、講演資料（予稿集）(PDF)

--------------------------------------------------------------
翌年4月　NICT⇒受入機関（依頼文）　受入機関⇒NICT（e-mail）

・招へい終了後の成果調査の協力依頼

	必要になる時期
	
	必要な手続・書類名
	様式

	採択決定時
	NICTが受入機関に送付
	採択通知　手引書(本書)
	

	
	
	招へい状　ガイド
	

	採択通知受領後速やかに
	受入機関がNICTに送付
	受入機関誓約書
	(様式１)

	
	
	研究者誓約書
	(様式２)

	誓約書受領後
	NICTが受入機関に送付
	滞在費等支弁証 
	(様式３)

	来日後速やかに
	受入機関がNICTに届出
	来日届  
	(様式５)

	
	
	銀行口座届 
	(様式６)

	来日後1週間以内
	受入機関からNICT 
	研究実施計画書  
	(様式７)

	受入機関指定日
	招へい研究者が受入機関に提出
	研究報告書 
	(様式９)

	帰国後1か月以内
	受入機関からNICT 
	受入機関研究結果報告書 
	(様式１０)

	離日時
	
	離日届 
	(様式１１)

	
	
	
	

	必要に応じて
	受入機関を通じてNICTに申請 
	国内出張申請書
	(様式８)

	
	
	招へい日程等変更申請
	(様式４)

	必要に応じて
	受入機関を通じてNICTに申請
	一時出国届
	(様式１2)


(様式１)の代表取締役は各社の規定により変更が可能。
《ジャパントラスト事業　海外研究者招へい事務局》
〒184-8795　東京都小金井市貫井北町４丁目２－１
国立研究開発法人 情報通信研究機構 （ＮＩＣＴ）　
デプロイメント推進部門 研究成果事業化支援室
TEL: 042-327-7310　FAX : 042-327-5706　

E-mail: int_prog@nict.go.jp
 (様式１)
2025年度国際研究協力ジャパントラスト事業海外研究者招へい受入機関誓約書
国際研究協力ジャパントラスト事業　実施機関

国立研究開発法人情報通信研究機構
　理事長　徳田 英幸　殿

　私、　○○株式会社　　　　○○○は、国際研究協力ジャパントラスト事業により招へいされる研究者　Ｄｒ．○○○　　を受入れるにあたり、誠意をつくすこと及び次の事項を遵守することを誓約いたします。

１．研究テーマ及び研究内容並びに招へい期間は別紙１のとおりとし、別紙２に記載された招へい研究者に対する渡航費等の給費条件及び支給方法については異議を唱えません。

２．研究日程等に変更を要する事態が発生した場合には、招へい研究者と協議の上、速やかに国立研究開発法人情報通信研究機構(以下「機構」という。)に通報するとともに、研究計画変更申請書(機構が軽微な変更と認める場合を除く。)を提出し、その指導･指示に従います。
３．来日までの招へい研究者との連絡調整、空港への送迎、宿舎確保への支援については責任をもってこれを行います。

４．招へい研究者の来日後、招へい研究者と話し合って研究実施計画書を作成し、来日後約１週間以内に機構に提出します。
５．招へい期間中に招へいに関し問題が生じた場合は、招へい研究者と誠実に協議し問題の解決に努めるとともに、必要と認められる場合には機構に連絡してその指示に従います。

６．招へい研究者との共同研究により得られた研究成果の取り扱い(特許出願等)については、招へい研究者との間で協議の上、決定いたします。

７．招へい研究者の帰国前に、招へい事業者から研究報告書を徴した上、受入機関研究結果報告書を機構に提出いたします。研究結果報告書の発表等の取り扱いは、機構と協議の上、決定いたします。
　　　　　
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　○○株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　　　　　　　　
別紙１

１．研究テーマ及び内容
　(１)研究テーマ
　(２)研究内容
２．招へい期間

　　○○日間　(　　年　　月　　日から　　年　　月　　日予定)
(様式２)
研究者誓約書
Dr. Hideyuki Tokuda, President
National Institute of Information and Communications Technology
The Executive Body of Japan Trust　International Research Cooperation Program

Dr. Hideyuki Tokuda President,
Statement of Acceptance of Invitation to 
The Japan Trust International Research Cooperation Program
for Fiscal Year 2025
I, the undersigned, accept your invitation to participate in the Japan Trust International Research Cooperation Program under the auspices of 　　　　　　　　　　　 as the host organization and confirm that I will observe the following conditions.

1. I approve the research theme and term of invitation, as well as the conditions for payment of travel and other expenses mentioned in the letter of invitation.

2. During the invitation period, I will not conduct any activities other than those relating to the purpose of my entry to Japan.

3. During the invitation period, I will observe the laws and regulations of Japan and follow the rules and instructions of Host Organization.

4. Within around one week of my arrival in Japan, I will draw up a research plan together with Host Organization and send it to you through Host Organization.

5. Before making any changes to the original research plan, I will consult promptly with Host Organization.

6. In the event that the term of invitation is shortened or I am granted temporary leave from Japan during the invitation period, I understand that my living expenses will be reduced by the number of days that my visit is shortened or by the number of days of my temporary absence from Japan.

7. If, during the invitation period, any problem arises concerning my invitation, I will consult with Host Organization in good faith and solve the problem.

8. In regard to the handling of research results obtained through collaboration (patent applications, etc.) during the invitation period, I will consult with and defer to Host Organization.

9. Prior to my departure for my home country, I will submit a research report to Host Organization, which will be due on a date designated by that organization.
Sincerely,
                                  Name     　　　　　                 

                                  Date                                      
 (様式３)
令和　　年　　月　　日
法　務　大　臣　　殿
滞　在　費　等　支　弁　証
国立研究開発法人情報通信研究機構
理事長　　　徳田 英幸　　　
　当機構は、国際研究協力ジャパントラスト事業の招へい研究者(○○○○　○○○○)に対して、次の費用を支給いたします。
１．渡航費　　　　　　　　  ０００,０００円　(日本～○○　往復航空賃)
２．支度料　　　　　　　　　１２４,０００円
３．滞在費　　　　　　　  ０,０００,０００円 (日額　,０００円×０００日)
４．医療等の保険料　　　　　　００,０００円 
５．赴任旅費　　　　　　　　　  ０,０００円
６．内国旅費　　　　　　　　    ０,０００円以内
　支給予想合計　０,０００,０００円　
· 文化活動のため、研究費等その他の費用の支給はありません。
 (様式４)
令和    年    月    日

招へい日程等変更申請書
国際研究協力ジャパントラスト事業　実施機関

国立研究開発法人情報通信研究機構
  理事長　　　徳田 英幸　殿

　令和７年度国際研究協力ジャパントラスト事業による共同研究について、以下のとおり招へい日程等の変更を申請します。
１　研究テーマ名
２　招へい研究者名
３　変更事項　　　　日程・場所・その他
４　変更内容(新旧)
５　変更理由等
                                  受入機関名                                                            代表者名                          

                                  受入責任者名
(様式５)
来日届
　当社が受入機関となっております令和７年度国際研究協力ジャパントラスト事業　招へい研究者○　○　○　○氏は、令和○年○月○日来日しましたのでお届けします。

　　　　　　　　　　　　　　令和○年○月○日
　　　　　　　　　　　　　　受入機関名
　　　　　　　　　　　　　　受入責任者名　　　
(様式６)
Date: (Year)　　　　年(Month)　　月(Day)　　日
国際研究協力ジャパントラスト事業　実施機関

The Executive Body of the Japan Trust 

International Research Cooperation　Program

国立研究開発法人情報通信研究機構
National Institute of Information and Communications Technology
　理事長　　　徳田 英幸 殿 (Dr. Hideyuki Tokuda, President)

招へい研究者名 (Name of Guest Researcher)

受入機関名 (Host Organization)

受入責任者名 (Person in charge)
銀 行 口 座 届

Notification of the bank account in Japan

私は、下記のとおり、助成金の振込先銀行口座をお知らせします。
I notify the bank account, into which the grant to be transferred, as below. 
	
	 銀 行 名

 Bank Name
	
	

	
	 支 店 名
 Branch Name
	
	

	
	 ［科目］Item
 口座番号

　Account Number
	  □普通 Ordinary    □当座 Current
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 口座名義人名
 Account　Holder
	(ﾌﾘｶﾞﾅ) Katakana
	

	
	
	
	

	
	 住所* 
 Mailing Address*
	
	


＊支払通知送付先

＊Please indicate the mailing address, payment details are to be sent from NICT.  
(様式７)　　　　　　　　　研究実施計画書
令和　　年　　月　　日
国際研究協力ジャパントラスト事業 実施機関

国立研究開発法人情報通信研究機構
　理事長　　　徳田 英幸 殿
　　　　　　　　　　　　　　　　招へい研究者名　　○○　○○
　　　　　　　　　　　　　　　　受入機関名　　　　△△
　　　　　　　　　　　　　　　　受入責任者名　　　△△　△△　
　○○(招へい研究者)及び△△(受入機関)は、令和６年度ジャパントラスト事業として、下記のとおり共同研究を実施いたします。なお、本研究実施計画書の内容に大きな変更が生じる場合には、ご連絡いたします。
１．研究内容 [基本的に提案書の内容から逸脱してはならない。]
(１)研究テーマ
(２)研究の背景
(３)研究の目的・目標
２．研究期間等
　(１)研究期間：　令和　　年　月　日～令和　　年　月　日
　(２)来日月日：　令和　　年　月　日
　(３)離日予定日：令和　　年　月　日(滞在日数：　　日予定)
３．研究実施場所及び部署
４．研究体制
　(１)参加研究者数
　(２)主な研究者名とその職名
５．研究の予算規模
６．共同研究によって期待する成果
　(１)受入機関
　(２)招へい研究者
７．研究スケジュール(フェーズに分けた記述又は線表)
８．論文発表等の予定
　(１)論文発表
　(２)国際会議等でのプレゼンテーション
９．その他
　　国内で開催される学会の聴講予定
(様式８) 
Date: (Year)　　　　年(Month)　　月(Day)　　日
国際研究協力ジャパントラスト事業　実施機関
The Executive Body of Japan Trust International Research Cooperation Program

国立研究開発法人情報通信研究機構
National Institute of Information and Communications Technology
　理事長　　徳田 英幸 殿 (Dr. Hideyuki Tokuda, President)
招へい研究者名(Name of Guest Researcher)
受入機関名(Accepting organization)
受入責任者名(Person in charge)
国内出張申請書
Application for domestic business trip

私は、下記の国内出張を申請します。
I hereby apply for the following domestic business trip. 
1. 行き先 (Destination)
2. 目的 (Purpose)
3. 費用概算 (Estimate of expenses) 
	年月日
Date
	出発地
Place of

Departure
	到着地
Destination
	交通手段
Transportation

Facilities
	 交通費 (円)
Transportation expenses (yen)
	

	
	
	
	
	運賃
Fare
	急行料金等
Express charges
	計
Total
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	交通費計 Transportation expenses in total
	
	
	
	

	宿泊費 Hotel Charges 

(領収書の提出が必要です)
Submission of Receipt is required
	place

x     nights
	
	

	合計        Total
	
	


(様式９)
                                                                           年        月        日

                                                                                           Date:

  受入機関名

  Name of the Accepting Organization 

  代表者名

　 Name　of　its　representative

研究報告書

RESEARCH REPORT

         招へい研究者名

          Name of Guest Researcher                                    

         国籍

          Researcher's Nationality                                      

         提出日

          Date of Report Submission                                     

         研究期間

          Research period                                            

         研究テーマ

          Research　theme                                             

Notes: Preparation of the Research Report

1. The research report shall be submitted to the Host Organization by the Guest Researcher, by the date which the Accepting Organization designates and before leaving from Japan. 

2. The research report shall be prepared in English or Japanese language by about 5 pages of the A4-size paper, accompanied by the cover sheet of Form 9.

3. The research report shall contain the following items:

a. Brief description of the research activities (experiments, lectures, meetings, trips and so on) 

b. List of papers published during the research period, if any, with copies of the papers.

c. Comments on the services of Japan Trust Program, etc.

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

研究報告書の作成における注意事項

1. 研究報告書は、帰国前の受入機関の指示する期日までに、受入機関に提出するものとする。

2. 研究報告書は様式９を表紙として、英語又は和文でＡ４サイズの用紙５枚前後でまとめること。

3. 研究報告書には次の項目を含んでいること。

a. 研究活動の概略 (実験、講演、会議及び出張等)
b. 研究期間中に発表した論文等があれば、そのリスト。当該論文のコピーを添付すること。

c. 国際研究協力ジャパントラスト事業に対するコメント等

(様式１０)
令和    年    月    日

受入機関研究結果報告書

国際研究協力ジャパントラスト事業　実施機関

国立研究開発法人情報通信研究機構
  理事長　　徳田 英幸 殿
              受入機関名                                                　  

              代表者名                                                 　　 
              受入責任者名        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
              研究テーマ                                                  

              招へい研究者名                                              

              研究期間                                                    

	(様式１０)
	
	
	

	受入機関研究結果報告書

	
	
	年　　月　　日

	受入機関名
	　

	受入責任者役職
	　

	受入責任者氏名
	

	招へい研究者氏名
	(英)
	　

	
	(カタカナ)
	　

	研究テーマ
	英語
	　

	
	和文
	　

	項目
((番号)は受入希望説明書の番号)
	実績
	受入提案書との対比、相違点

	招へい期間
	　
	　

	(1)研究活動テーマ
	　
	　

	(2)研究活動の内容*(必要に応じて専門用語の解説を付記すること)
	　
	　

	(4)研究活動に要した経費の規模
	　
	　

	(6)研究活動を実施した部署名及び場所
	　
	　

	(7)研究活動に参加した研究者数及び主な研究者名とその職名、または職位
	　
	　

	(10)共同研究活動によって得られた成果*
	受入機関
	
	

	
	招へい研究者
	
	

	(11)研究活動の経過(研究ステップの概略を提示してください。講義、講演等の実施状況についても記述してください。)
	　
	　

	(12)国際交流、人材育成(啓蒙活動による若手研究者の育成、招へい研究者を育成するプラン等)及び国際貢献の観点から特記すべきことがあれば記入してください。
	　
	　

	招へい研究者、または、招へい研究者の所属機関と受入機関の間で、今後の具体的な交流計画がある場合は、その概要を下欄に記述してください。特許出願の有無についても記載してください。*

	　


*　論文掲載、投稿状況、シンポジウムでの発表実績(予定)等を実績として記述する場合は、一般的な文献記載の通例に従って、共著者、発表誌、発表時期、または、発表予定時期を明示してください。必要に応じ、別紙に記載してください。
　また、本欄に、特許出願の有無についても記載してください。
受入機関研究結果報告書の作成における注意事項

1. この報告書は、招へい研究者報告書の提出を受けて受入機関が作成し、招へい研究者の帰国後1か月以内にNICTに提出してください。
2. 報告書には、招へい研究者研究報告書(RESEARCH　REPORT)及びその和文要約を添えて提出してください。

3. 報告書は、様式１０を用いて、A4サイズの用紙で作成してください。
以上

(様式１１)
離日届
　　当社が受入機関となっております国際研究協力ジャパントラスト事業令和７年度招へい研究者 ○○　○○氏は、令和○年○月○日離日しましたのでお届けします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和○年○月○日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受入機関名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受入責任者名　　　　　　
(様式１２)
Notice of the Temporary Departure
This is to notify that I have been approved by the host organization to temporarily leave Japan.
1. Period:    from                 to                   
2. Reason:  □business trip   □a temporary homecoming   □overseas vacation
   If you select “business trip”, please fill in items 3-5 below.

3. Purpose:                                                        
4. Destination:                                                     
5. Schedule:                                                       
Note: 1. Please submit this Notice to NICT at least 2 weeks before the planned departure date.

2 Insurance provided by NICT does not provide any coverage for you outside of Japan, so you should arrange your own coverage.
Date

     　　　　   Name                    
[For the host organization]


Host organization　　　　　　　　　　　　　　　　　
Person in charge　　　　　　　　　　　　　　　　　 

Date    　

                          
(様式１３)

Notice of Refusal

This is to notify you that I decline the Japan Trust International Research Cooperation Program. 
      □ because I was employed by
     [Name of Organization:                          (Nation:                   )]
　　　□ because I accepted another program
 　  [Name:                                     　(Nation:                   )]

□ for other reasons (Please describe in concrete terms.)

(                                          　                          )

　

Date

     　　　　   Name                    
[For the host organization]


Host organization　　　　　　　　　　　　　　　　　
Person in charge　　　　　　　　　　　　　　　　　 

Date    　

                          
（別紙３）
宿泊費及び交通費支給の条件

· 素泊まり1泊の上限は、11,000円です。休日にかかる宿泊費は休日に出張業務がある場合などの理由がある場合を除いて支給対象となりません。宿泊された場合、領収書原本が必要です。
· 食事代は、支給しません。
· 通常考えられる経済的な経路を利用した場合以外の旅費は支給対象となりません。タクシー代は、他に交通手段がない場合などの理由がある場合を除いて支給対象となりません。事前にNICTの承認を得た上で利用し、領収書原本を提出した場合のみ支給対象となります。
· 航空便を利用された場合、搭乗半券と領収書原本が必要です。
· 学会参加費は支給対象となりません。
· 片道100ｋｍ未満では特急急行券の利用はできません。例外として成田エクスプレス、スカイライナーおよびはるか自由席は利用可能です。その他、移動時間短縮及び乗り継ぎ不便等の理由で利用したい場合は、事前にNICTの承認を得てください。この場合、領収書原本が必要です。（自動券売機の領収書でも結構です。カード払いの場合は明細書の写しでも結構です。）
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国際研究協力ジャパントラスト事業


海外研究者招へい


受入機関のための手引書





【通信・放送分野】
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